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平成 17年８月 31日 

 

株価指数連動型投資信託受益証券（ETF）決算短信 

＜第４期（平成 17年７月８日決算）＞ 

 

フ ァ ン ド 名         ：上場インデックスファンドＴＯＰＩＸ 

連動対象株価指数         ：ＴＯＰＩＸ（東証株価指数） 

上 場 取 引 所         ：東京証券取引所 

コ ー ド 番 号         ：１３０８ 

売 買 単 位         ：1,000口 

投資信託委託業者名：日興アセットマネジメント株式会社 

本 社 所 在 地         ：東京都千代田区有楽町一丁目 1番 3号 

問 合 わ せ 先         ：オペレーション部長 今仁 英明  TEL（03）5157－6628 

 

 

１．ファンドの運用状況 

（1）資産内訳 

平成 16年7月 8日現在 平成 17年7月 8日現在 
 

金    額 構成比 金    額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 

株式 434,975 99.6 516,910 99.7 

現金・預金・その他の資産（負債控除後） 1,742 0.4 1,771 0.3 

合計（純資産） 436,718 100.0 518,681 100.0 

（2）設定・交換実績 

平成 16年7月 8日現在 平成 17年7月 8日現在 
 

口    数 口    数 

 千口 千口 

前計算期間末発行済口数       ① 968,122 385,393 

設定口数                     ② 96,607 195,086 

交換口数                     ③ 679,335 139,962 

当計算期間末発行済口数（①＋②－③） 385,393 440,516 

（3）基準価額 

平成 16年7月 8日現在 平成 17年7月 8日現在 
 

金額及び口数 金額及び口数 

 百万円 百万円 

総資産                       ① 585,539 663,772 

負  債                       ② 148,821 145,090 

純資産                       ③（①－②） 436,718 518,681 

 千口 千口 

当計算期間末発行済口数    ④ 385,393 440,516 

 円 円 

1,000口当たり基準価額      （③／④） 1,133,170 1,177,440 

（4）分配金 

 平成 16年7月 8日 平成 17年7月 8日 

円 円 

1,000口当たり分配金 16,430 11,540 
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２．当計算期間の運用状況 

 

○ポートフォリオ 

当ファンドは、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）に連動した投資成果を目標とするファンドです。 

ＴＯＰＩＸ採用全銘柄に投資し、信託財産中に占める各銘柄の株数の比率とＴＯＰＩＸを構成する各銘柄

の株数の比率が等しくなるように運用を行ないました。なお、ＴＯＰＩＸにおける採用銘柄については、

連動性を損なわないよう組入れました。 

なお、構築したポートフォリオの一部は、ファンドの資金動向や市場動向を見極めながら株式の貸付を実

施し、収益の獲得をめざしました。 

 

○基準価額の推移 

＜期初と期末の比較＞ 

期初 113,317円(100口当たり)の基準価額は、期末に 118,898円(収益分配金 1,154円(税込み)を含む)と

なり、5,581円の値上がりとなりました。 

期  初 期中高値 期中安値 期  末 

2004／07／08 2005／04／08 2004／10／26 2005／07／08 

113,317円 121,136円 107,530円 118,898円 

（注１）期末の基準価額は分配金を含みます。 

（注２）基準価額は 100口当たりで表示しております。 

＜値上がり要因＞ 

・国内マクロ経済指標の改善による景気回復期待。 

・米国を中心とした株式市場の堅調な展開。 

・相対的な割安感を背景とした、海外投資家による日本株式の買い越し。 

＜値下がり要因＞ 

・景気、企業業績に対する先行き不透明感の台頭。 

・対ドルを中心とした為替市場での円高の進行。 

・原油価格の高騰。 

＜期中の動き＞ 

・期初 113,317円(100口当たり)の基準価額は、企業の業績先行き懸念を背景とする米国株式市場の下落

を受けて国内株式市場も軟調となったことから値下がりし、2004年８月中旬に108,286円となりました。

その後、国内株式市場はやや値を戻し、基準価額は 10月上旬に 114,969円まで値上がりしたものの上値

は重く、原油価格の高騰や為替の円高を背景とする国内景気の先行き懸念などから 10 月下旬には

107,530円となりました。 

・2004年 11月以降、新潟中越地震や有価証券報告書虚偽記載問題などを背景に株式市場を巡る市場心理

は重く、基準価額は 110,000円を挟んだ水準での推移となりました。2004年年末から 2005年初頭にか

けて、米国株式市場の上昇などによる投資環境の改善に加え、海外投資家の旺盛な日本株式の買い越し

などから内需関連株を中心に国内株式市場は上昇し、基準価額は１月中旬に 116,050円となりました。

２月以降も国内景気の回復期待などから国内株式市場は堅調に推移し、基準価額は値上がりし４月上旬

に期中最高値となる 121,136円となりました。 

・国内株式市場は、利益確定の売りに加え、景気鈍化懸念を背景とした米国株式市場の下落や中国での反

日デモによる影響から下落基調となり、基準価額は2005年５月中旬に111,845円まで値下がりしました。

期末にかけては、好調な企業業績を背景とした米国株式市場の上昇や、国内大手銀行による不良債権処

理の順調な進展、国内企業の好決算を受けて、国内株式市場は上昇基調となり、基準価額は値上がりし

て 118,898円(収益分配金 1,154円(税込み)を含む)で期末を迎えました。 
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○基準価額とベンチマークの比較 

期中における基準価額の騰落率は4.9％となり、ベンチマークである「ＴＯＰＩＸ(東証株価指数)」の3.8％

を概ね 1.1％上回ることとなりました。 

＜乖離のプラス要因＞ 

・株式配当金の受取り。 

・株式の貸付による収益。 

＜乖離のマイナス要因＞ 

・信託報酬などの諸費用。 

 

○当期の収益分配金 

当ファンドの収益分配は、配当等収益から諸経費を控除した全額を分配することを原則としています。当

期は、100口当たり 1,154円(税込み)とさせていただきました。 
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３．財務諸表 

 

（１）貸借対照表 

 

        (単位:円) 

  第 3 期 第 4 期 
期 別 

  平成 16年7月 8日現在 平成 17年7月 8日現在 

科 目 
注記 

番号 
金 額 金 額 

資産の部       

Ⅰ流動資産       

  コール・ローン           17,381,569,011            55,066,953,536    

  株式          434,975,945,990           516,910,449,717    

  派生商品評価勘定                        -                11,589,075    

  未収入金                        -             4,067,142,860    

  未収配当金              105,580,727               128,436,386    

  前払金              303,468,000                         -    

  その他未収収益              130,872,376                62,460,928    

  受入担保代用有価証券          132,642,247,156            87,525,792,960    

流動資産合計          585,539,683,260           663,772,825,462    

資産合計          585,539,683,260           663,772,825,462    

負債の部       

Ⅰ流動負債       

  派生商品評価勘定               56,843,460                 7,082,277    

  前受金                        -                42,800,000    

  未払金              267,196,177               110,413,500    

  未払収益分配金            6,332,016,355             5,083,561,990    

  未払受託者報酬              478,595,155               398,432,398    

  未払委託者報酬              754,345,092               583,255,291    

  未払利息                   13,144                     9,882    

  有価証券貸借取引受入金          140,841,994,168           138,793,083,072    

  その他未払費用               90,416,317                72,359,057    

流動負債合計          148,821,419,868           145,090,997,467    

負債合計          148,821,419,868           145,090,997,467    

純資産の部       

Ⅰ元本       

  元本          384,237,389,290           439,195,087,089    

Ⅱ剰余金       

  期末剰余金           52,480,874,102            79,486,740,906    

  （うち分配準備積立金）             ( 11,896,422 )            ( 10,324,368 )  

剰余金合計           52,480,874,102            79,486,740,906    

純資産合計          436,718,263,392           518,681,827,995    

負債・純資産合計          585,539,683,260           663,772,825,462    
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（２）損益及び剰余金計算書 

 
        (単位:円) 

  第 3 期 第 4 期 
期 別 

  自 平成 15年7月 9日 自 平成 16年7月 9日 

      至 平成 16年7月 8日 至 平成 17年7月 8日 

科 目 
注記 

番号 
金 額 金 額 

経常損益の部       

営業損益の部       

Ⅰ営業収益       

  受取配当金            5,756,030,959             4,532,792,878    

  受取利息                  600,044                   399,467    

  有価証券売買等損益           98,595,803,474            20,203,986,810    

  派生商品取引等損益              △9,985,122                27,506,067    

  その他収益            1,784,899,510             1,657,899,208    

営業収益合計          106,127,348,865            26,422,584,430    

Ⅱ営業費用       

  支払利息                  580,329                   385,130    

  受託者報酬              478,595,155               398,432,398    

  委託者報酬              754,345,092               583,255,291    

  その他費用              173,888,806               127,028,798    

営業費用合計            1,407,409,382             1,109,101,617    

営業利益          104,719,939,483            25,313,482,813    

経常利益          104,719,939,483            25,313,482,813    

当期純利益          104,719,939,483            25,313,482,813    

Ⅲ当期一部解約に伴う当期純利益分配額                        -                         -    

Ⅳ期首剰余金又は期首欠損金(△)         △17,870,819,324            52,480,874,102    

Ⅴ剰余金増加額又は欠損金減少額           14,837,359,480            29,468,390,010    

（当期一部交換に伴う剰余金増加額   

又は欠損金減少額）   
                    (-)                       (-)   

（当期追加信託に伴う剰余金増加額   

又は欠損金減少額）   
     ( 148,373,594,800 )        ( 29,468,390,010 )  

Ⅵ剰余金減少額又は欠損金増加額           42,873,589,182            22,692,444,029    

（当期一部交換に伴う剰余金減少額   

又は欠損金増加額）   
      ( 42,873,589,182 )        ( 22,692,444,029 )  

（当期追加信託に伴う剰余金減少額   

又は欠損金増加額）   
                    (-)                       (-)   

Ⅶ分配金            6,332,016,355             5,083,561,990    

Ⅷ期末剰余金           52,480,874,102            79,486,740,906    
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重要な会計方針 

 
    第 3 期 第 4 期 

  期 別 自 平成 15年7月 9日 自 平成 16年7月 9日 

  項 目 至 平成 16年7月 8日 至 平成 17年7月 8日 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 株式及び新株予約権証券は移動平均法に基

づき、以下のとおり原則として時価で評価し

ております。 

株式及び新株予約権証券は移動平均法に基

づき、以下のとおり原則として時価で評価し

ております。 

    
(1) 証券取引所に上場されている有価証券 (1) 証券取引所に上場されている有価証券 

    

  証券取引所に上場されている有価証券

は、原則として証券取引所における計

算期間末日の最終相場（外貨建証券の

場合は計算期間末日において知りうる

直近の日の最終相場）で評価しており

ます。 

  証券取引所に上場されている有価証券

は、原則として証券取引所における計

算期間末日の最終相場（外貨建証券の

場合は計算期間末日において知りうる

直近の日の最終相場）又は証券取引所

が発表する基準値で評価しておりま

す。 

    
(2) 証券取引所に上場されていない有価証

券 

(2) 証券取引所に上場されていない有価証

券 

    

  当該有価証券については、原則として、

日本証券業協会等発表の店頭売買参考

統計値（平均値）等、金融機関の提示

する価額（ただし、売気配相場は使用

しない）又は価格提供会社の提供する

価額のいずれかから入手した価額で評

価しております。 

  

同左 

    
(3) 時価が入手できなかった有価証券 (3) 時価が入手できなかった有価証券 

    

  適正な評価額を入手できなかった場合

又は入手した評価額が時価と認定でき

ない事由が認められた場合は、投資信

託委託業者が忠実義務に基づいて合理

的な事由をもって時価と認めた価額も

しくは受託者と協議のうえ両者が合理

的事由をもって時価と認めた価額で評

価しております。 

  

同左 

2. デリバティブ等の評価基準及び評価

方法 

デリバティブ取引 デリバティブ取引 

    
  個別法に基づき原則として時価で評価

しております。 

  
同左 

3. 収益及び費用の計上基準 受取配当金の計上基準 受取配当金の計上基準 

    

  受取配当金は原則として、株式の配当

落ち日において、その金額が確定して

いるものについては当該金額、未だ確

定していない場合には予想配当金額の

90％を計上し、残額については入金時

に計上しております。 

  

同左 
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注記事項 

  

（貸借対照表関係） 

 
第 3 期 第 4 期 

平成 16年7月 8日現在 平成 17年7月 8日現在 

１. 期首元本額 965,217,996,908 円 １. 期首元本額 384,237,389,290 円 

    期中追加設定元本額 96,317,179,000 円     期中追加設定元本額 194,500,742,000 円 

    期中交換元本額 677,297,786,618 円     期中交換元本額 139,543,044,201 円 

２. 担保資産 ２. 担保資産 

    
デリバティブ取引に係る差入委託証拠金代用有価証券として

担保に供している資産は次の通りであります。 
    

デリバティブ取引に係る差入委託証拠金代用有価証券として

担保に供している資産は次の通りであります。 

    株式 2,531,868,000 円     株式 2,314,589,000 円 

３. 有価証券の消費貸借契約により貸し付けた有価証券は次の通

りであります。 

３. 有価証券の消費貸借契約により貸し付けた有価証券は次の通

りであります。 

    株式 125,880,217,100 円     株式 127,127,141,365 円 

４. 有価証券の消費貸借契約の担保として、消費貸借による有価

証券を受け入れており、当期末に保有している有価証券は次

の通りであります。 

４. 有価証券の消費貸借契約の担保として、消費貸借による有価

証券を受け入れており、当期末に保有している有価証券は次

の通りであります。 

    国債証券 131,414,854,000 円     国債証券 87,197,940,000 円 

 
 
 
 
（損益及び剰余金計算書関係） 

  

 
第 3 期 第 4 期 

自 平成 15年7月 9日 自 平成 16年7月 9日 

至 平成 16年7月 8日 至 平成 17年7月 8日 

 分配金の計算過程    分配金の計算過程   

Ａ 当ファンドの配当等収益額  7,540,950,184 円 Ａ 当ファンドの配当等収益額  6,190,706,423 円 

Ｂ 分配準備積立金    209,791,646 円 Ｂ 分配準備積立金     11,896,422 円 

Ｃ 配当等収益額合計（Ａ＋Ｂ）  7,750,741,830 円 Ｃ 配当等収益額合計（Ａ＋Ｂ）  6,202,602,845 円 

Ｄ 経費  1,406,829,053 円 Ｄ 経費  1,108,716,487 円 

Ｅ 収益分配可能額（Ｃ－Ｄ）  6,343,912,777 円 Ｅ 収益分配可能額（Ｃ－Ｄ）  5,093,886,358 円 

Ｆ 収益分配金額  6,332,016,355 円 Ｆ 収益分配金額  5,083,561,990 円 

Ｇ 次期繰越金（分配準備積立金）（Ｅ－Ｆ） 
    11,896,422 円 

Ｇ 次期繰越金（分配準備積立金）（Ｅ－Ｆ） 
    10,324,368 円 

Ｈ 口数    385,393,570 口 Ｈ 口数    440,516,637 口 

Ｉ 一口当り分配額 16.43 円 Ｉ 一口当り分配額 11.54 円 
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(有価証券関係) 

 
第 3期 (自 平成 15年 7月 9日 至 平成 16年 7月 8日) 

  

売買目的有価証券 

 
    (単位:円) 

種 類 貸借対照表計上額 当計算期間の損益に含まれた評価差額 

株式              434,975,945,990                         46,927,248,185  

合 計              434,975,945,990                         46,927,248,185  

 
第 4期 (自 平成 16年 7月 9日 至 平成 17年 7月 8日) 

  

売買目的有価証券 

 
    (単位:円) 

種 類 貸借対照表計上額 当計算期間の損益に含まれた評価差額 

株式              516,910,449,717                         17,613,562,507  

合 計              516,910,449,717                         17,613,562,507  

 
 
 
(デリバティブ取引関係) 

  

I 取引の状況に関する事項 

 
  第 3 期 第 4 期 

  自 平成 15年7月 9日 自 平成 16年7月 9日 

  至 平成 16年7月 8日 至 平成 17年7月 8日 

取引の内容 当投資信託が利用することができるデリ

バティブ取引は、内外の取引所における有

価証券指数等先物取引、および有価証券オ

プション取引であります。 

同左 

取引の利用目的および取引に対する取組方針 市場動向を勘案し、デリバティブ取引を行

う方針であります。また信託財産に属する

資産の効率的な運用に資するために行う

ことができます。 

同左 

取引に係るリスクの内容 デリバティブ取引には、有価証券、為替、

金利等の市場価格が変動することによっ

て発生するリスクがあります。 
同左 

取引に係るリスク管理体制 デリバティブ取引の執行・管理について

は、取引権限および取引限度額等を定めた

規定に従って、運用部門が執行し、リスク

管理部門が日常的にこれを監視しており

ます。 

同左 
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Ⅱ 取引の時価等に関する事項 

 
(株式関連)       (単位:円) 

  第3期(平成16年7月8日現在) 

種   類 契 約 額 等 時  価 評価損益 
区 

分 
    うち１年超     

株価指数先物取引         

買建       1,785,388,000                 -        1,728,900,000         △56,488,000  

          

          

市 

場 

取 

引 
          

合計       1,785,388,000                 -        1,728,900,000         △56,488,000  

            

          (単位:円) 

  第4期(平成17年7月8日現在) 

種   類 契 約 額 等 時  価 評価損益 
区 

分 
    うち１年超     

株価指数先物取引         

買建       1,759,900,000                 -        1,764,750,000            4,850,000  

          

          

市 

場 

取 

引 
          

合計       1,759,900,000                 -        1,764,750,000            4,850,000  

 
(注）時価の算定方法 

１．計算日に知りうる直近の日の、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しています。 

    ２つ以上の取引所に上場されていて､かつ当該取引所相互間で反対売買が可能な先物取引については、取引量等を勘案して評価を 

    行う取引所を決定します｡  

      

２．先物取引の残高表示は契約額ベースです。 

      

３．契約額等には手数料相当額を含んでおりません。 

 
 

(1口当たり情報) 

 
第 3 期 第 4 期 

平成 16年7月 8日現在 平成 17年7月 8日現在 

 １口当たり純資産額     1,133.17 円  １口当たり純資産額     1,177.44 円 

（１００口当たり純資産額）    (113,317 円) （１００口当たり純資産額）    (117,744 円) 

 


